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研究要旨 
 

本研究では、就労継続支援B型事業所における農福連携の取組みについて調査し、その就労支援上の効果

について検討した。具体的には、秋田県において農福連携を行う福祉施設に対する訪問ヒアリング調査を

実施した。また、文献調査を行い、農業を用いた就労支援の取組みに関する調査票を作成した。次年度は、

この調査結果について分析等し、就労継続支援 B 型事業所における効果的な支援プログラムのあり方等

について検討していくこととした。 
 

1. 研究目的 
 
近年、障害者福祉分野において農福連携の取組

みが注目されている。この農福連携とは「農業と

福祉が連携し、障害者の農業分野での活躍を通じ、

農業経営の発展とともに、障害者の自信や生きが

いを創出し、社会参加を実現する取組」（農福連携

等推進会議，2019）のことである。この農福連携の

取組みは、農業分野の農業従事者の不足等の課題

解決に寄与するだけでなく、福祉分野の就業機会

の不足等の課題解決にも寄与すると言われており、

結果的に工賃の向上及び障害者の生活の質の向上

に寄与することが期待される。神田・吉田・津田・

今西（2014）は、大学研究センターの花き普及等活

動における福祉施設との連携事例を取り上げ、農

業活動への寄与と障害者への訓練機会の提供とい

った農業及び福祉の両領域の利点について報告し

ている。また、農福連携をきっかけとして、農業の

担い手不足や障害者の就労場所の確保といった課

題の解決が可能となるとの報告なども確認できる

（小柴・吉田，2016；木下，2019）。このように障

害者の就労支援施設である就労移行支援事業所や

就労継続支援B型事業所（以下、B 型事業所）に

おいても農福連携は強く関心を持たれている（日

本財団，2019）。 
その一方で、この実施には、施設の方針を担う

職員の育成（田鹿・宇都宮，2019）、福祉に対する

地域の考え方の醸成（合田，2019）、施設職員の負

担軽減の必要性7（本田・渋谷，2018）等の推進及

び維持に係る課題もある。では、地域における障

害者の社会参加を担うB型事業所における就労支

援として農業を用いた作業はどのような意味があ

るのであろうか。特に、近年、精神障害者を中心と

した職業上の重度と言われる障害者がB型事業所

を利用する状況も増えてきているが、この農福連

携の取組みはどのような意味を持つのであろうか。

B 型事業所の提供する就労支援を改善し、そこを

利用する障害者の一般就労への移行を支援するた

めにも、農福連携を中心とした農業を用いた就労

支援の取組みに関する情報を更に蓄積共有してい

くことが大切であると考える。 
現状、関連する研究の多くは農福連携の取組み

事例の紹介に留まるものが多く、障害者の就労支

援の視点で行われた調査はまだまだ少ない。B 型

事業所における農業を用いた就労支援の実態を整

理することは、今後の障害者の就労支援のあり方
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の改善に役立つ有用な視点を得ることが期待でき

る。 
そこで、本研究は、次の 2 点を研究目的として

研究を実施していくこととする。①農福連携の取

組みについて調査し、その取組みの就労支援上の

効果等について検討する。②農福連携の取組み事

例及び文献調査等に基づき、農福連携に代表され

る農業を用いた就労支援の効果に関する調査に向

けた調査票を作成する。 
 
2. 研究方法 
 
2.1. 研究１ 
2.1.1. 手続き 
予備調査として、農福連携を実施する福祉施設

（就労継続支援B型事業所を含む）、2所に対する

訪問でのヒアリング及び資料調査を実施した。 
 

2.1.2. 分析方法 
 得られた情報から農福連携の効果について検討

した。 
 
2.1.3 倫理面への配慮 
 施設名等の情報については匿名化する等の配慮

を行った。 
 
2.2. 研究2 
2.2.1. 手続き 
 農業を用いた就労支援の取組みの効果について

調査するために、国内外の園芸療法に関する文献

調査を行った。研究 1 及び本研究 2 に基づき調査

票を作成した。 
 
2.2.2. 分析方法 
 文献調査については、研究目的に基づきナラテ

ィブレビューを行った。調査票の作成に当たって

は、共同研究者（研究代表者：八重田淳、研究協力

者：後藤由紀子）の協力を得た。 
 
 

3. 研究結果 
3.1. 研究１ 
3.1.1. 秋田県の状況 
秋田県は日本の東北地方に位置する。2018年11

月に、日本の来訪神行事がユネスコ無形文化遺産

に登録された。この１つに秋田県の男鹿地域の「ナ

マハゲ」がある。「ナマハゲ」に代表される秋田県

の伝統行事や食文化は、他の地域では見ることが

難しい独自の文化を持っている。2018 年 10 月の

総人口は、98万0684人である。秋田県の県庁所在

地である秋田市の人口は、2019年1月1日で、30
万7940人であった。秋田市を含む県の中央地域に

42 万 9987 人と人口の多くが集まっている。2014
年の秋田県の産業別従業員数は、第 1 次産業が

1.8%、第2次産業が25.7 %、第3次産業が72.5%
であった。第 1 次産業における農業・林業は付加

価値額及び従業者数の特化係数を見ると全国水準

を大きく上回っている。しかし、他の産業と同様

に労働生産性は全国平均と比べ低い。2018年10月
の秋田県の最低賃金は 762 円であった。全国の最

低賃金は 874 円である。日本で最も低い最低賃金

額は鹿児島の 761 円であった。このように秋田県

は日本において最低賃金額が低い県の一つである。 
秋田県の総人口は、毎年減少している。2018年

10 月の総人口は、前年に比べて 1 万 4690 人も減

少した。若年層の県外転出や少子化の進行が進ん

でいる。高齢化も進行している。65歳以上の高齢

者は年々増加している。2017 年 10 月 1 日の高齢

者数は、35万1076人であった。高齢化率は35.6%
と過去最高となった。2040年には、これが43.8 %
になると予測されている。秋田県は、全県市町村

数の84％が過疎地域という厳しい状況となってい

る。このように秋田県は、日本の過疎化地域の代

表例である。しかし、日本の地方の多くがこの種

の高齢化及び人口減少の課題等を持つ。 
働くことは、単に生計を立てるための手段では

なく、社会参加と自己実現のための重要な機会で

あり。これは障害者においても同様である。障害

者雇用の推進は重要な課題である。次に秋田県に

おける障害者雇用の状況を示す。秋田県の障害者
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の実雇用率は 2013 年の 1.67％であった（44 位／

47都道府県）。しかし、その後、5年間で増加した。

秋田県の障害者の実雇用率は2017年に1.98％とな

った（29位／47都道府県）。 
 秋田県の2017年における障害者数は、身体障害

者 53,400 人、知的障害者 8,757 人、精神障害者

27,759 人であった。総人口に占める障害者数は、

6.8％であり、島根県7.3%、鳥取県7.0%に次ぎ、全

国で3番目に高い。全国平均は4.7%であり、神奈

川県 2.1%、愛知県 2.8%が最も低かった（濱田，

2016）。また、秋田県は、障害者数に対してA型及

び B 型事業所の展開数が 0.09 及び 0.68 と全国平

均の0.26及び1.07に比して極めて低い状況にある

（濱田，2016）。  
 
3.1.2. 秋田県における農福連携の事例 
〈事業所X〉 
秋田市内に所在する事業所Xは、株式会社が運

営する就労継続支援B型事業所である。事業所X
では、数年前から農福連携を事業の一つとして実

施している。 
当初、事業所Xは、3年の年月をかけて、機械及

び乾燥機を導入し、3ヘクタールの農地でにんに

く栽培を行っていた。農作業はなかなか難しかっ

た。品質の良い農産物を栽培するのは難しく、何

とか4年目でやっと質の良いものができたが、コ

ストと見合うだけの生産には続かなかった。事業

所Xは、農作業の事業は、運営コストに見合わ

ないとの認識も持っていた。例えば、秋田市内か

ら作業農地へ移動するにも、大人数の利用者を連

れていくためにお金がかかる。また、秋田県は冬

場が長く、冬場は仕事がなくなるというのも課題

であるようだ。現状では、農業だけの仕事では運

営が難しいため、これを補う形で委託を受けて玉

ねぎの皮むきや野菜の袋詰めをおこなっているの

が実情である。そのため、今後は事業所Xから

農家に労働力を提供するという考え方で運営しよ

うと考えている。つまり、農業に対する施設外就

労等の請負（作業指示はＢ型事業所側）というコ

ンセプトを持っている。 

具体的な方法として、ベリー栽培農家の繁忙期

に人材を派遣することを考えていた。繁忙期にベ

リー農家の繁忙期の手伝いを行うという形での農

福連携の展開の仕方を検討していた。 
精神障害者に対する農福連携の治療的なメリッ

トとして次のようなことが事業所Xからは挙げら

れた。①外勤になるため気分転換になること、② 
農作業においては求められるコミュニケーション

が少なく、かつ個々のペースで進められること、

③収穫等の成果が見えやすく達成感が得やすいこ

と、④障害の程度に関係なく同じ仕事ができるた

め自尊心の向上につながることがあった。 
 

〈事業所Y〉 
 秋田県の M 地域にある事業所 Y は社会福祉協

議会である。社会福祉協議会として、M 地域の福

祉の向上に向けた取組みを行っている。 
 当初事業所Yは、農福連携を実施するという強

いコンセプトをもっていたわけではなかった。M
地域の課題解決に向けた総合相談支援事業の中の

オプションの一つとして農福連携というキーワー

ドを盛り込んでいただけであった。しかし、M 地

域の農家から、農福連携という取組みに関心が強

く集まり、地域の農家と地域の福祉施設の利用者

が一緒に農作業に取り組むという取り組みから拡

大が始まった。現在は、福祉農園を作り、その農園

でかぼちゃ栽培を地域の農家と福祉施設の利用者

が一緒に取り組む形となっている。かぼちゃを選

択した理由としては、かぼちゃの栽培には、手作

業の工程が求められることと、秋田県のお土産の

原料となるため販路が確保されることが理由であ

った。 
主に地域の福祉施設の利用者（主に知的障害者）

が携わっている。生産量の見込みは当初よりもま

だまだ低く、採算に合う段階にまだないのが実情

であるそうだ。そのため、雇用というところまで

繋げていけるかというと少し難しいようだ。 
農福連携の実施のメリットとしては、地域の引

きこもり等の精神障害圏の方への支援に繋がる可

能性があることである。実際、引きこもり当事者
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の方に、農業を手伝ってほしいと声をかけること

で、スムーズに事業に乗せることができ、次の支

援に繋がりやすい状況にあるという事例もあるそ

うである。このような背景には、M 地域が農業を

主たる産業とする地域であり、自分自身の家族も

農業をやっていたために、農業を手伝うというこ

とのハードルが低いという地域事情もあったよう

である。このように地域福祉提供のためのプラッ

トホームとしては機能することが期待されるよう

だ。 
 
3.2. 研究2 
3.2.1. 園芸療法に関する文献調査 
 この農福連携の効果を考えるに当たっては、職

業リハビリテーションにおける園芸療法プログラ

ムの実践が参考になる。園芸療法は、「個人の感情

と心の発達、地域社会の豊かさと健康、そして、現

代文明の中での「庭」という形での表現の中にあ

る花、果物、野菜、灌木の栽培についての技術と科

学のことである」（Relf，1997）と定義される。農

福連携では農業を用いた就労支援を実施するため、

植物と人間の関係を中心とする園芸活動を行う園

芸療法は参考になると考えられる。Relf（1981）は、

職業リハビリテーションのプログラムに園芸療法

を導入することは、自己概念、社会的なやり取り、

身体的活動、学習スキルの発達、職業的習慣の改

善といったクライエントの変化を促すために有効

であると指摘している。Grahn etal.（2017）は、前

向きの準実験的デザインにより抑うつ等のメンタ

ル不調者への自然を用いた職業リハビリテーショ

ンプログラムの効果について調査し、このプログ

ラムがより良い就労のアウトカムを示したことを

報告している。Joy, Lee & Park（2020）は、知的

障害者の職業リハビリテーションにおいて多肉植

物の栽培活動を取り入れた訓練の介入前後の効果

を検証し、手指機能、感情的行動、ソーシャルスキ

ルの改善があったことを報告している。Pálsdóttir, 
Grahn & Persson（2013）は、自然を用いた職業リハ

ビリテーションにおける作業の意味やクライエン

トの経験について調査し、ゆっくりとした日々の

生活や仕事のあり方が日々の仕事を肯定的に意味

づけることに繋がっているということを指摘して

いる。このように園芸療法を用いた職業リハビリ

テーションプログラムの有効性についての報告を

確認することができる。 
日本においても、園芸療法の職業リハビリテー

ションプログラムへの導入効果についての研究を

確認することができる。その効果は、有効なスト

レス緩和の手法（林，2004）、クライエントの世界

に対する関心の拡大（柴谷ら，2009）、効果的な療

育の実施・コミュニケーション能力の向上・生活

リズムの適性化（上原，2001）、精神的ストレスの

低下と肯定的感情の増加（杉原ら，2012）と指摘さ

れている。その一方で、日本では、職業リハビリテ

ーションプログラムに園芸療法を取り入れる上で、

園芸療法の手法及び効果について十分に理解され

ていない現状にあり神田ら（2001a；2001b）、更な

る知識普及と人材育成が必要である（豊田・池田，

2007）との問題が指摘されている。 
就労支援の効果として、山根・澤田（2009）は、

「園芸療法のプログラム評価表」の治療効果に関

する11項目（希望をもたらす、普遍的体験、受容

される体験、愛他的体験、情報の伝達、現実検討、

模倣学習修正、表現カタルシス、相互作用凝集性、

共有体験、実存的体験）を挙げている。これについ

ては、今後の調査における効果検証のための有用

な視点となると考えられた。 
今後、日本において農福連携に基づく職業リハ

ビリテーションが更に推進されていくことを考え

ると、農業を用いた就労支援の効果と意味ついて

検討していくことが重要である。そこで、日本の

就労継続支援B型事業所における農業を用いた就

労支援についての効果について検討するための質

問票を作成した。 
 
3.2.2. 園芸療法に関する文献調査 
 事例収集及び文献調査等の結果から以下の質問

票を作成した。調査は、秋田県の全119所のB型

事業所（2019 年 10 月 1 日現在）を調査対象とし

た。秋田県を選定した理由は、高齢化の進む地域
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の一つとして農福連携の展開の可能性が大きいた

めである。調査期間は2020 年1月10 日～2 月20
日であった。調査票を郵送し、回答は郵送にて返

送をしてもらった。119事業所のうち、計60事業

所から回答が得られた（回収率50.4%）。調査票は

基本情報・就労支援の実施状況・就労支援の効果・

支援に対する考え方の 4 パートから構成される。

なお、調査結果は現在分析中である。 
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秋田県における農業を用いた就労支援の実施状況に関する調査表 
 

2019年 4月より、厚生労働省補助金「就労継続支援B型事業所における精神障害者等に対する支援の実態と

効果的な支援プログラム開発に関する研究」（研究代表者：筑波大学 八重田淳 准教授）が実施されております。

本調査は、この研究の一環として実施しております。本調査は、効果的な支援プログラムの開発に向けた基礎資

料を収集するために、秋田県における農業を用いた就労支援の実施状況を調査するものです。 

 

本調査に関する連絡先：               

 

 

 

 

調査結果については、個人及び施設名等の個人情報等はわからない形で加工し、調査報告書及び学会等での研究

目的での発表を予定しております。調査研究への研究協力への同意につきましては、返信をもって同意を得たも

のとしております。 

 

誠にお手数ではございますが、記入済みのアンケートにつきましては同封の返信用封筒にて 

2020年２月 20日（木）までにご投函いただければ幸いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

秋田大学教育文化学部 准教授 前原和明 

〒010-8502 秋田市手形学園町 1－1 

TEL：018-889-2548 

Mail：maebara-kazuaki@ed.akita-u.ac.jp 
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Q１ 貴事業所の所在地域として、該当する選択肢に〇をつけてください。 

１．県北（沿岸北部・内陸北部）  ２．中央（沿岸中部・南部）  ３．県南（内陸中部・南部） 

 

Q２ 貴事業所の職員は、ご自身を含め全部で何人ですか？（常勤・非常勤などをあわせて） 

    人 

 

Q３ 貴事業所の定員数、登録利用者数を教えてください。 

定員数     人   ／  登録利用者数     人  

→ 登録利用者の内 知的障害のある利用者     人 

身体障害のある利用者     人 

精神障害のある利用者     人 

                            他の障害のある利用者     人 

 

Q４ 貴事業所における利用者の平均年齢として、該当する選択肢に〇をつけてください。 

知的障害のある利用者 

１．20歳代  ２．30歳代  ３．40歳代  ４．50歳代  ５．60歳代  ６．70歳代以上  ７．利用者がいない 

精神障害のある利用者 

１．20歳代  ２．30歳代  ３．40歳代  ４．50歳代  ５．60歳代  ６．70歳代以上  ７．利用者がいない 

身体障害のある利用者 

１．20歳代  ２．30歳代  ３．40歳代  ４．50歳代  ５．60歳代  ６．70歳代以上  ７．利用者がいない 

他の障害のある利用者 

１．20歳代  ２．30歳代  ３．40歳代  ４．50歳代  ５．60歳代  ６．70歳代以上  ７．利用者がいない 

 

 

 

１ 貴事業所の基本情報について 

-p.1- 
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Q５ 貴事業所における利用者の平均的な１週間あたりの出席日数を選択してください。 

１．１日  ２．２日  ３．３日  ４．４日  ５．５日  ６．６日  ７．７日 

Q６ 貴事業所における利用者の平均的な１日あたりの勤務時間を教えてください。 

平均勤務時間          時間 

Q７ 貴事業所における利用者一人当たりの平均月額工賃を教えてください。 

平均月額工賃          円 

Q８ 貴事業所の昨年度における就労継続支援 A 型事業所へ移行した利用者数（移行人数）を教えてください。 

移行人数     人 

Q９ 貴事業所の昨年度における企業へ移行した利用者数（就職人数）を教えてください。 

就職者数     人 

Q１ 貴事業所における農業を用いた就労支援の実施状況として該当する選択肢一つに○をつけてください。 

１．農福連携を実施している（→Q２の質問へ） …-p.3- 

２．農業に関連する作業種目がある（→Q３の質問へ） …-p.4- 

３．農業に関連する作業種目を行っていない（→Q４の質問へ） …-p.5- 

⇒裏面に続きます。 

-p.2-

２ 就労支援の実施状況について 
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Q２ Q１で「１．農福連携を実施している」を選択された方に聞きます。 

Q２－１ 貴事業所における就労支援の取り組みにおいて、農福連携が占める割合を回答ください。 

  割合      ％ 

Q２－２ 農福連携の取り組みとしてどのようなことをしていますか？（自由回答） 

Q２－３ 農福連携に取り組んだ理由について回答ください。（自由回答） 

Q２－４ 農福連携の取り組みにおける課題はありますか？ 

１．課題あり  ２．課題なし 

    ↓ 

  「１．課題あり」の場合、その課題について回答ください。 

-p.5-の「３ 就労支援の効果について」に進んでください。 

-p.3-
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Q３ Q１で「２．農業に関連する作業種目がある」を選択された方に聞きます。 

Q３－１ 貴事業所において実施される全作業種目に占める農業に関連する作業種目の割合を回答ください。 

  割合      ％ 

Q３－２ 農業に関連する作業種目としてどのようなことをしていますか？（自由回答） 

Q３－３ 農業に関連する作業に取り組んだ理由について回答ください。（自由回答） 

Q３－４ 農業に関連する取り組みにおける課題はありますか？ 

１．課題あり  ２．課題なし 

    ↓ 

  「１．課題あり」の場合、その課題について回答ください。 

⇒裏面に続きます。 

-p.4-

-p.5-の「３ 就労支援の効果について」に進んでください。 
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Q４ Q１で「３．農業に関連する作業種目を行っていない」を選択された方に聞きます。 

Q４－１ 就労支援の取り組みとしてどのようなことをしていますか？（自由回答） 

作業種目について：   

その他の取組み： 

Q４－２ 農業に関連する取り組みに対する興味はありますか？ 

１．興味あり  ２．興味なし 

→ 上記のように回答された理由について回答ください。 

Q４－３ 現在の作業種目における課題はありますか？ 

１．課題あり  ２．課題なし 

    ↓ 

  「１．課題あり」の場合、その課題について回答ください。 

「２ 農業を用いた就労支援の実施状況について」の「Q１ 貴事業所における農業を用いた就労支援の実施状

況として該当する選択してください。」での回答に基づいて質問します。 

「１．農福連携を実施ししている」を選択した場合は、農福連携の実施効果について、 

「２．農業に関連する作業種目がある」を選択した場合は、農業に関連する作業種目の実施効果について、 

「３．農業に関連する作業種目を行っていない」を選択した場合は、通常行われる作業種目の実施効果について、 

お聞きします。 

３ 就労支援の効果について 

-p.5- 

次の「３ 就労支援の効果について」に進んでください。 
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Q１ 以下の項目についてどの程度、達成できていると感じていますか？ 

「１．全く達成できていない ２．あまり達成できていない ３．どちらともいえない ４．やや達成できている 

５．十分達成できている」から適当なものを選択し、数字に〇をつけてください。 

１
．
全
く
達
成
で
き
て
いな
い

２
．
あ
ま
り達
成
で
き
て
いな
い

３
．
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

４
．
や
や達
成
で
き
て
い
る

５
．
十
分達
成
で
き
て
い
る

１ 利用者が「ここに来るだけでもほっとする」「なんだかもう

一度やれそう」というような思いを持つことができる。 
１ － ２ － ３ － ４ － ５ 

２ 利用者が共通の障害を持つ他者との交流を通して「自分 1

人じゃなかった」と気持ちを安らげることができる。 
１ － ２ － ３ － ４ － ５ 

３ 利用者が自らの存在を受け入れてもらえたと感じること

ができる。 
１ － ２ － ３ － ４ － ５ 

４ 利用者が「安心感」や「人の暖かさ」に触れる中で自分の

できることに気持ちを向けられることができる。 
１ － ２ － ３ － ４ － ５ 

５ 利用者が、生活や趣味など多くの情報が交わされる自由で

自然な交流の場を持つことができる。 
１ － ２ － ３ － ４ － ５ 

６ 利用者が自分のおかれている状況や自分の能力を確かめ

る機会を持つことができる 
１ － ２ － ３ － ４ － ５ 

７ 利用者が社会生活に必要な技能や人との距離感の持ちか

たなどを身につけることができる。 
１ － ２ － ３ － ４ － ５ 

８ 利用者が自分の気持ちや思いを表現することができる。 １ － ２ － ３ － ４ － ５ 

９ 利用者が他者とおだやかで優しいやり取りをすることが

できる。 
１ － ２ － ３ － ４ － ５ 

10 利用者が五感を活用した身体的な体験を他者と共有する

ことができる。 
１ － ２ － ３ － ４ － ５ 

11 利用者が自身の「あるがまま」を受け入れるための心のゆ

とりの時を持つことができる。 
１ － ２ － ３ － ４ － ５ 

⇒裏面に続きます。 

-p.6-
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Q２ Q1の項目において就労支援上で重要と思うこと（実施できてなくてもよい）を３つ選んでください。 

該当項目に〇を記入（３つ） 

１ 
利用者が「ここに来るだけでもほっとする」「なんだかもう一度やれそう」というような思
いを持つことができる。  

２ 
利用者が共通の障害を持つ他者との交流を通して「自分 1 人じゃなかった」と気持ちを安
らげることができる。  

３ 
利用者が自らの存在を受け入れてもらえたと感じることができる。 

 

４ 
利用者が「安心感」や「人の暖かさ」に触れる中で自分のできることに気持ちを向けられる
ことができる。  

５ 
利用者が、生活や趣味など多くの情報が交わされる自由で自然な交流の場を持つことがで
きる。  

６ 
利用者が自分のおかれている状況や自分の能力を確かめる機会を持つことができる 

 

７ 
利用者が社会生活に必要な技能や人との距離感の持ちかたなどを身につけることができ
る。  

８ 利用者が自分の気持ちや思いを表現することができる。 
 

 

９ 
利用者が他者とおだやかで優しいやり取りをすることができる。 

 

10 
利用者が五感を活用した身体的な体験を他者と共有することができる。 

 

11 
利用者が自身の「あるがまま」を受け入れるための心のゆとりの時を持つことができる。 

 

Q３ Q1の項目において就労支援上で何らかの改善が必要と思うことを３つ選んでください。 

該当項目に〇を記入（３つ） 

１ 
利用者が「ここに来るだけでもほっとする」「なんだかもう一度やれそう」というような思
いを持つことができる。  

２ 
利用者が共通の障害を持つ他者との交流を通して「自分 1 人じゃなかった」と気持ちを安
らげることができる。  

３ 
利用者が自らの存在を受け入れてもらえたと感じることができる。 

 

４ 
利用者が「安心感」や「人の暖かさ」に触れる中で自分のできることに気持ちを向けられる
ことができる。  

５ 
利用者が、生活や趣味など多くの情報が交わされる自由で自然な交流の場を持つことがで
きる。  

６ 
利用者が自分のおかれている状況や自分の能力を確かめる機会を持つことができる 

 

７ 
利用者が社会生活に必要な技能や人との距離感の持ちかたなどを身につけることができ
る。  

８ 利用者が自分の気持ちや思いを表現することができる。 
 

 

９ 
利用者が他者とおだやかで優しいやり取りをすることができる。 

 

10 
利用者が五感を活用した身体的な体験を他者と共有することができる。 

 

11 
利用者が自身の「あるがまま」を受け入れるための心のゆとりの時を持つことができる。 

 

-p.7- 
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ここからは、貴事業所における支援全般に対する考え方についてお聞きします。 

 

Q１ 以下の項目についてどの程度、支援の実施上重視していますか？ 

「１．全く重視していない ２．あまり重視していない ３．どちらともいえない ４．やや重視している  

５．十分重視している」から適当なものを選択し、数字に〇をつけてください。 

  １
．
全
く
重
視
し
て
い
な
い 

２
．
あ
ま
り重
視
し
て
い
な
い 

３
．
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 

４
．
や
や重
視
し
て
い
る 

５
．
十
分重
視
し
て
い
る 

１ 支援プログラムの充実 １ － ２ － ３ － ４ － ５ 

２ 「雰囲気の良さ」「誰とでも話しができる」などのより良い
事業所環境の整備 １ － ２ － ３ － ４ － ５ 

３ 自己対処・やる気などの力を利用者が身につけられるよう
促すこと １ － ２ － ３ － ４ － ５ 

４ スタッフの障害理解や権利擁護の意識の向上 １ － ２ － ３ － ４ － ５ 

５ 利用者の希望や可能性を追求するための支援であること １ － ２ － ３ － ４ － ５ 

６ 支援が働くことのきっかけになること １ － ２ － ３ － ４ － ５ 

７ 他の支援機関との連携や支援制度の活用 １ － ２ － ３ － ４ － ５ 

 

Q２ 「Q１ 以下の項目についてどの程度、支援の実施上重視していますか？」において回答された理由につ

いて回答ください。 

                                                   

                                                   

                                                   

                                                   

ご協力いただき、ありがとうございました。 

４ 貴事業における支援に対する考え方について 

-p.8- 
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4. 考察 

 本研究では、秋田県に焦点を絞り、就労継続支援 B 型事業所における農福連携の取組みについての事例収集を

行った。農福連携は、現在、大きく注目を集めている。その一方で、報告の多くは、農業分野の人手不足あるい

は福祉分野での就労機会の少なさの解決に寄与するのみに留まっている。就労継続支援 B 型事業所における就労

支援を展開する上で、どのような工夫が必要かやどのような支援効果があるのか等の事柄については十分な検討

が行われていない。 

 本調査で得られた事例からは、農福連携を実施する上での課題がある一方で、実施による就労支援上の効果と

でも呼べるようなことが浮かびあがってきた。これは農福連携を行うことで、工賃向上等の直接的な経済的な利

点ではなく、地域おける福祉の展開を支え、就労支援をより有効なものとするための機会を提供するというもの

であった。このような利点については、これまで十分に明らかにされていない。むしろ、これを明らかにするこ

とは就労支援の本質的な意味を明らかにすると考えられる。 

 今後は、農業を用いた就労支援の効果について量的に把握していくこととし、その機能及び意味について検討

していくこととする。 

 

5. 結論 

令和 2 年度の研究（2 年目）においては、作成された調査票による秋田県の就労継続支援 B 型事業所（119 所）

に対する調査結果の分析し、有効な支援プログラムの検討を行っていくこととしたい。 
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